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「三田学会雑誌」86巻2号 （1993年 7 月）

結合生産体系における廃棄物再生部門*

—— ひとつの恒常経済模型——

松 波 淳 也

I 問 題 の 所 在

近 年 「地球環境」が人々の認識に大きな影響を及ぼすようになってきている。1970年代の「公 

害問題」は地域的な問題であったのに対し今日の「地球環境問題」は，オゾン層破壊，地球温暖 

化などまさに「地球」規模の問題となっている。このような状況下において，「持続可能な発展」 

という概念はコンセンサスを受けつつある。

経済の「持続可能性」という概念は，既に古典学派の経済学の時代から経済理論における重要 

な概念として存在していた。しかし，「生産」と 「消費」の側面の豊富な成果に比べ「廃棄」の 

側面の貧困さは否めない。

例えば，「自由財規則」は，経済模型において決定される価格が，経済的意味をなさない負の 

値をとらないように，過剰生産物の無償処分を前提としたものである。しかし，廃棄物問題を経 

済模型により分析する場合，この規則は十分慎重に取り扱わなくてはならない。つまり，生産部 

門において結合生産物として排出された廃棄物には「負の価格」が十分設定されうるのである。

本稿は，結合生産体系模型の特殊ケースとして，廃棄物のリサイクル部門を明示的に導入した

* 本稿作成に当たり，神谷傳造，細田衛士，寺出道雄，飯田裕康，高山隆三諸先生ならびにレ 

フニリーより的確な助言および指針を頂いた。感謝の意を表したい。なお含まれ得る誤謬が筆 

者に帰することは言うまでもない。

注 （1 ) 「持続可能な発展」の定義については，例えば大来（1990)所収の諸論稿，森田•川島 

(1993)等参照。

( 2 ) ただし，近年教科書水準で「環境経済学」の体系化が進みつつある。例えば，植田 

(1991)•(1992)。

( 3 ) フォン= ノイマン（Neumann (1945-1946))流の結合生産体系を用いた廃棄物分析として， 

細田（1993)，鷲田（1992)，Hosoda (1991)がある。なお，結合生産体系模型の近年の発展 

に関しては，例えば Pasinetti (1980)，Schefold (1989), Salvadori = Steedman (1990) 等

参照。
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模型を提示(し)，廃棄物がいかなる条件下で発生するのか，また，廃棄物が完全にリサイクルされ 

るような恒常状態がいかなる条件で可能となるのかを理論的に考察する。

次 節 （I I節）において、まず基本経済模型を提示し，これに基づいて，廃棄物に関する自由財 

規則およびリサイクル部門における収益性規則を前提した場合に，廃棄物が経済体系外に排出さ 

れるのはいかなる条件においてかを示す。

さらに，III節において，廃棄物が全てリサイクル部門に投入されるという「完全リサイクル条 

件」を導入し， I I節での考察との比較を行う。

続いて，IV節では，賃金利潤曲線• 消費成長曲線および廃棄物価格曲線を導出し，その政策的 

含意を提不する。

そして最後に（V 節)，本稿の位置付けおよび残された課題を示す。

I I 基本経済模型

2 . 1 諸 仮 定

経済には，資本財としても消費財としても用いられる「一般財」，資本財として使用可能だが 

消費財とはならない「廃棄物」および唯一の生産されない生産要素である「労働」が存在する。 

そして，一般財と労働を投入して一般財と廃棄物を結合的に産出する「生産部門」，廃棄物と労 

働を投入して一般財を産出する「リサイクル部門」が存在する。

両部門は線形の生産技術を持ち，生産部門は一般財を1 単位だけ生産するのに一般財をa i単 

位 （ただし， ' < 1 ) 必要とし，その生産過程において，廃棄物6 単位を排出する。 リサイクル 

部門は，生産部門において排出される廃棄物単位を一般財1 単位に変換する。なお， リサイ 

クル部門は廃棄物を排出しない。生産部門で一般財1 単位の産出に必要な労働投入量は/,単位 

であり， リサイクル部門で一般財1 単位の産出（あるいは同じことだが，廃棄物a 2単位の処理）に 

必要な労働投入量は/ 2単位である。

想定される経済主体は，資本家と労働者であり，資本家は利潤所得をすべて投資し，労働者は 

賃金所得をすべて消費する。

体系における投入産出関係を図式的に示せば，

注 （4 ) リサイクル部門を明示的に導入した最適制御模型として，Smith (1972)，Hoal (1978) 等 

がある。本稿ではこれらとは異なる枠組み，すなわち，スラッファ= ノイマン流の恒常経済模 

型を用いた。

( 5 ) 一般財，廃棄物，労働はそれぞれ同質的であると仮定する。

( 6 ) リサイクル部門に一般財投入を認めても以下の分析に大きな影響はない。簡単化のための仮 

定である。
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投 入 産 出

一般財廃棄物 労働 一■般財 廃棄物

生 産 部 門 a j 0 1 , 1 b

リサイクル部門 0 a 2 1 2 一  j  1 0

となる。

以上の前提の下で，体系は恒常状態（ノイマン準均衡）において，以下のように表すことがで

ぎる。

( 1 + ぎ) a 1^ 1+ c = x 1+ x 2 .................... ( 1 . 1 )

(1 + 忍） a 2x b x ! ................................... ( 1 . 2 )

Z 2 ^ j+ I 2x 2=  L  = 1 ................................ ( 1 . 3 )

(1 + り  P , a ,  + w I { =  P l + P 2b  ( 1 . 4 )

(1 + 0  p 2a A w  I 2l p  x ....................... ( 1 . 5 )

P x=  I ........................................... ( 1 . 6 )

g =  r ， c =  w ................................( 1 . 7 )

\_ b X I — ( 1 +  ど） “ 2 ズ 2] P 2 =  0 ............( 1 . 8 )

[(1 + 0  P 2a 2+W I 2~ P i ] ズ2=0 … （1 . 9 )

( AT j -f- X 2) P ! b i P 2 ^  0 ....................(1 .10 )

ここで，ど：経済成長率， C : 労働 1 単位当たりの消費， r : 利潤率， W : 賃金率，ズパ生 

産部門の稼働水準，ズ2 : リサイクル部門の稼働水準， —般財の価格，カ2 : 廃棄物の価格， 

である。なお，全ての記号は非負である（ただし，投入係数，産出係数は全て正）。

各式の意味は次のようになる。

( 1 . 1 ) は，一般財の需給均等条件であり，（1 _ 2 ) は，廃棄物需要が廃棄物供給を上回らな 

いという条件である。（1 . 3 ) は，労働の需給均等条件であり，労働供給を基準化している。一 

般財および労働については等式が成立するものとして仮定するが，あくまでも単純化のためのも 

のであり，本質的な仮定ではない。

注 （7 ) 以下の模型はフォン= ノイマンの「準均衡」条件を表している（例えばMorishima (1969) 

参照)。

( 8 ) 廃棄物価格/>2については後に負値も認める。

( 9 ) 一般財および労働は自由財とならないことが前提される。
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( 1 . 4 ) は，生産部門の費用価格均等条件であり，（1 _ 5 ) は， リサイクル部門の収益が支配 

的利潤率を下回らない条件である。（1 . 6 ) は，一般財を価値尺度にとることを示す。また， 

( 1 _ 7 ) は，資本家が利潤所得をすべて投資し，労働者が賃金所得をすべて消費するという仮定 

から導かれる。

( 1 . 8 ) は，（1 . 2 ) が不等式で成立した場合にんをゼロとするということを示し）（自由財規 

則），（1 . 9 ) は，（1 _ 5 ) が不等式で成立した場合にズ2をゼロとするということを示(f (収益 

性規則)。

( 1 . 1 0 )は産出される財の価値が正であるという条件である。なお，生産部門は常に稼働され 

るものとする（ズ 0 )。

2 . 2 廃棄物の自由財規則

( 1 . 1 ) 〜 （1 _ 3 ) を次のように変形する。すなわち， 

c — [ 1 — ( 1  +  ぎ) d j] x  t +  X 2--'
^  { b /  [ ( 1  + 君） a 2] } 

：= ( I X  / 2) — C I l /  I 2)

( 1 . 1 0  

：1 .2 0 

( 1 . 3 0

である。ここで，どを固定してCS ニ  C の最大化を考えよう。その際，次の場合わけが考

えられる。

( a ) [ 1 - ( 1 + ^ 0  /  I , > 1 / 1 2
( b ) [ 1 - ( 1 + ぎ'） a j  /  I , = 1 / l 2
( c ) [ 1 - ( 1  +  ぎ'） a j  /  I , < 1 / l 2

( a ) の場合， リサイクル部門は稼働されず（ズ2=  0 )，自由財規則により廃棄物価格はゼロ 

と設定される（/>2= 0 ) 。したがって，廃棄物はリサイクルされず，累積していくことになる 

(図II a 中の黒点で示される）。

( b ) の場合， リサイクル部門が稼働される場合も稼働されない場合も最大消費水準は等しい。 

ただし，後者の場合は廃棄物は累積していく（図II b 中の太線で示される）。

( c ) の場合， リサイクル部門は稼働される（ズ2> 0 ， P 2> 0 ) ( 図c 中の黒点で示される）。

注 （1 0 ) 利潤所得が全て投資されるから，，ひ i a ! I ! +/ > 2 g 2ズ2) = ぎ t a i ズ 2 o 2) より， 

，ニ犮となる。一方，賃金所得は全て消費されるから，如（/ 1ズ1+  / 2ズ2) =  /M C となるが，

( 1 . 3 ) ,  ( 1 . 6 ) より，如= c となる。

( 1 1 ) もちろん（1 . 2 ) が等式で満たされる場合でも（1 . 8 ) は満たされる。

(12) (1 1 )と同様に（1 . 3 ) が等式で満たされる場合でも（1 . 9 ) は満たされる。

( 1 3 )消費成長フロンティアを導く手続きであり，次節の手続きはこれと双対である。注 （1 4 )を 

も参照。
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以上から，廃棄物が自由財とならず， リサイクル部門が稼働され，廃棄物が完全にリサイクル

される条件は（C ) であることがわかる。

2 . 3 リサイクル部門の収益性規則

( 1 . 4 ) は次のように変形できる。すなわち，

_ [ 1 — (1 +  厂）<2 J + P 2 b

—  h

である。一方，( 1 . 5 ) より，

1 - ( 1 + ，） a 2p 2W 之

1 . 4

1 . 5 0

である。 ，を固定して（，= ，'），如を最小化しよう。この場合次のような場合わけが考えられ 

る。すなわち，

( a o  [ 1 - (1 + ，つ / l y > \ /  1 2 

( b ' ) [ 1 - ( 1  +  0  ら ] /  I , = 1 / l 2 
( c O  [ 1 - (1 + r ' )  /  I , <  1 / l 2

である。この場合わけは，犮= r が成立していることを考慮すれば，前節での場合わけ（a )  
〜 （c ) と全く同等なものであることは明らかである。したがって，以下では， （a ') 
〜 （c ' ) と （a ) 〜 （c ) を同じ条件として扱うことにする。

( a ) の場合，「負の廃棄物価格」（P 2< 0 ) が許されないならば/>2= 0 となり，収益性規則 

から， リサイクル部門は稼働されない（ズ2= 0 ) ため，廃棄物は累積していく（図II a ，中の黒 

点で示される）。

( b ) の場合，汐2= 0 でリサイクル部門は収益性の条件を満たすが、 リサイクル部門が稼働さ 

れてもされなくても最小賃金率は変わらない。ただし，後者の場合，廃棄物は累積していく（図 

b ' 中の黒点で示される）。

( c ) の場合， リサイクル部門は収益性の条件を満たし稼働される（/ ?2> 0 ，ズ2> 0 ) ( 図c '  
中の黒点で示される）。

以上から，「負の廃棄物価格」が許されない場合， リサイクル部門が収益性の条件を満たし稼 

働されるのは，（c ) の場合であることがわかる。

注 （14) 賃金利潤フロンティアを導く周知の手続きである。一定の利潤率の下での要素費用の最小化 

ととらえればよい。例えば，Morishima (1978) ch. 4参照。
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〜1 l— (l+r)ai、 1
(n a )— T,—  > 1 7 Zch

^P2

Zch (b) 1—(l~hr)ai
ii 12

, ,t l  — (l+ r)a i ノ 1
(c )~ ~ ~ T, ~ 〈77

2 . 4 本模型における「廃棄物」の本質

以上のように，廃棄物が自由財とならずリサイクルに回され， リサイクル部門が収益性の条件 

を満たし稼働される条件は，（c ) である。この場合，廃棄物はもはや自由財として廃棄される 

どころか，正の価格を持つ「資源」としてリサイクルに回されるのである。したがって，この 

( C ) のような場合は，「廃棄物問題」は生じないわけである。よって，（C ) のような場合，本 

模型における「廃棄物」は通常の意味での廃棄物ではなくなっている。廃棄物が「資源化」され 

ているのである。したがって，われわれの模型においては，通常の意味での廃棄物は，（a ) お 

よび（b ) の場合に出現するのである。

2 . 5 完全リサイクル条件

注 （1 5 ) このような状況は，体系外に排出される廃棄物の全くない理想的状況といえよう。しかし， 

われわれの模型では，リサイクル部門が廃棄物を排出しないというかなり厳しい仮定を置いて 

いる。したがって，以下の分析もあくまでも限定付きの議論であることに留意すべきである。 

(16) 「通常の意味での廃棄物」とは経済体系外に排出される廃棄物を意味する。
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I I節では，われわれの模型において，（a ) および（b ) の場合に，通常の意味での廃棄物が 

発生することを述べた。

では，排出された廃棄物を政策的に全てリサイクルに回さなくてはならないとした場合にどの 

ようなことが起こるだろうか。つまり廃棄物は全てリサイクルに回され，廃棄物の累積が起こら 

ない，いわば，「完全リサイクル条件」と呼んでよい条件が仮定される場合に，われわれの模型 

はいかなる影響を受けるだろうか。

I I I 完全リサイクル条件

3 . 1 完全リサイクル条件の導入

われわれの模型は，完全リサイクル条件を仮定する場合，以下のような変更が必要である。

まず第一に，廃棄物は「自由財」にならないため，その価格には負の値もありうるということ 

である。すなわち，負の/>2も許されなければならないということである。夕2が負の値を取る場 

合の解釈だが，負の/ ^ は明らかに廃棄物の引取価格あるいは廃棄物の処理費用と解釈される。

第二に，収益性条件が満たされなくてもリサイクル部門が稼働されるのであるから，利潤率均 

等化の必然性がない。したがって，生産部門とリサイクル部門において不均等な利潤率が成立し 

うるものとして扱うのがより一般的である。しかし，われわれの模型では簡単化のため両部門に 

おいて均等利潤率が成立するもの として扱う。

3 . 2 完全リサイクル条件導入による効果

以上のような設定の下で/) 2は正•ゼロ •負の値を取り，（1 . 2 ) および（1 . 5 ) は不等式でな 

く等式で成立するものと想定される。

したがって， I I節での場合わけ（a ) と （b ) に関する考察（以下では（I l a ) ，（II b ) と示 

す）は次のように変更される。

( I I I a ) : ( a ) の場合， リサイクル部門は稼働されるが（ズ2> 0 ) ，最大消費水準は（I l a )  

の場合より小さくなる（図II a と図m a の黒点の位置の相違に示される）。また，「負の廃棄物価格」

2< 0 ) が許されるため， { 2< 0 で収益性の条件を満たすが，最小賃金率は（I l a ) の場合

注 （1 7 ) 経済的原則（自由財規則および収益性規則）とは別の理由から，生産部門から排出される廃 

棄物全てをリサイクル部門に回さなければならない場合という意味であり，廃棄物を完全にリ 

サイクルしている状況を設定するというあくまでも理論的な想定である。

( 1 8 ) 不均等利潤率を想定してもわれわれの模型に大きな影響は与えない。また，均等利潤率を仮 

定する経済的意味を，リサイクル部門が生産部門と同一の収益性を持つことが可能な状況を設 

定していると考えることもできる。
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よりも小さくなる（図II a 'と図III a 'の黒点の位置の相違に示される）。

( I l lb )  : ( b ) の場合， リサイクル部門は稼働され（ズ2> 0 )，しかも，最大消費水準は（II 

b ) の場合に等しい（図l i b の太線と図I l lb の黒点の位置に示される）。また，夕2= 0 でリサイク 

ル部門は収益性の条件を満たし，しかも，最小賃金率は（II b ) の場合に等しい（図b 'の黒点で 

示される）。

なお，場合わけ（C ) に関するI I部での考察は何ら変更を受けない（図C，図C')。

( C ) の場合に通常の意味での廃棄物が生じておらず，廃棄物は全て資源化されているという 

ことからも明らかである。

( I l i a ) で，消費および賃金率が小さくなるのは，完全リサイクル条件を仮定したために， リ 

サイクル部門を無理に稼働させることから生じる帰結である。（I l l b ) では， リサイクル部門を 

稼働するかしないかは無差別であったため，消費および賃金率に大きさが変わらないのである。

I V 賃金利潤曲線 • 消費成長曲線および廃棄物価格

III節までは成長率ぎ（あるいは利潤率，）を固定して，われわれの模型において，どのような 

条件下で通常の意味での廃棄物が生じ，また，「完全リサイクル条件」を仮定する場合にどのよ 

うな効果が生じるかについて分析された。ここでは，賃金利潤曲線•消費成長曲線および廃棄物 

価格曲線を導出し，恒常経済に関しての，完全リサイクル条件の有無による相違をさらに明らか 

にしよう。

4 . 1 賃金利潤曲線•消費成長曲線の導出

完全リサイクル条件を仮定する場合の賃金利潤曲線と消費成長曲線は全く同一の形状をしてお 

り，（1 . 1 ) 〜 （1 . 3 ) ,  ( 1 . 4 ) 〜 （1 . 7 ) より，次のように示すことができる。

b + [ 1 — (1 + ^)  ( 1 + r ) a 2
w = ................        ( 4 . 1 )

(1 + 0  a 2 I \ 七 b I 2

( 4 . 1 ) は完全リサイクル条件を仮定する場合の賃金利潤曲線であるが，この式のw を c に， 

r をぎに変えれば，完全リサイクル条件を仮定する場合の消費成長曲線となる。 リサイクル部門 

が稼働されるときには，常にこの曲線で表される関係が成立する。一方， リサイクル部門が稼働 

されないときの賃金利潤曲線は，次のように示せる。

1 - Cl  + r )  a ,
W =  ..................................   ( 4 . 2 ；

I 1

注 （19) ( 4 . 1 ) は正の最大利潤率（最大成長率）を持つ。付録命題1参照。
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( 4 . 1 ) と同様，この式のw を c に， ，を互に変えれば， リサイクル部門が稼働されないとき 

の消費成長曲線となる。

さて，上の2 つの式を図示した場合の位置関係は，次のように3 つの場合わけが考えられる。 

① （1 — 0  / / ! < 1 / / 2 

② （1 — 0  /  1 ^ 1 / 1 2 

③ （1 — O  /  し > 1 / ，2 

上の3 つの場合について， 自由財規則および収益性規則を前提とし，負の廃棄物価格が許され 

ないとすれば，賃金利潤フロンティアは， 次のように導かれる。

①の場合， （4 . 1 ) は （4 • 2 ) を凌駕する。つまり，（4 . 1 ) がフロンティアとなる。した 

がって， リサイクル部門は常に稼働される（図IV①)。②の場合，（4 . 1 ) は （4 . 2 ) とグ= 0  

の点で交わる。したがって②の場合，定常状態（君= ，= 0 ) においては， リサイクル部門を稼 

働するかしないかは無差別となるが，その他のr の領域においては，（4 . 1 ) は （4 . 2 ) を凌 

駕するため， リサイクル部門は稼働される（図IV②)。さらに，③の場合，（4 . 1 ) は （4_ 2 )

とr = a で交わる。ただし，

a  ニ ハ ）/ / 」 — ( 1 /  I z ) )

である0 したがって， では，（4 • 2 ) が （4 _ 1 ) を凌駕しリサイクル部門は稼働さ 

れないが， ，ニびの時はリサイクル部門を稼働するかしないかは無差別となる。そして， r > a  

では，( 4 . 1 ) は （4 . 2 ) を凌駕し， リサイクル部門は稼働される（図IV® )。

なお，いうまでもなく完全リサイクル条件を仮定する場合のフロンティアは， （4 . 1 ) そのも 

のである。

4 . 2 廃棄物価格曲線の導出

次に廃棄物価格/>2と利潤率グ（あるいは君）との関係（廃棄物価格曲線）を導出しよう。これ 

は （1 . 4 ) 〜 （1 . 7 ) より，

ぃ - 4 / エ ^ ^ ; V 2 … … … … … ( り ）

となる。もちろんリサイクル部門が稼働されない場合は，常に々2= 0 である。

注 （20) ( 4 . 2 ) の持つ最大利潤率（最大成長率）は，（4 . 2 ) の持つ最大利潤率（最大成長率）を 

下回る。付録命題2 参照。

(21) ( 4 . 1 ) は，くa においては右上がりとなり得るが，厂においては常に右下がりとなる 

(付録命題3 参照)。なお，結合生産体系において負の価格が生じる場合に賃金利潤曲線におい 

て右上がりの部分が存在し得ることは周知である。たとえばPasinetti ( 1 9 8 0 )参照。

( 2 2 ) なおr = 及のとき力2は正値をとる。付録命題4 参照。
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廃棄物価格曲線の形は，賃金利潤曲線（消費成長曲線）に関する場合わけと対応して，

① （1 - 0  /  1 , < \ /  1 2 

② （1 - 0  / 1 , =  \ / 1 2 

③ （1 - 0  / /  ! > 1 /  I 2 

という場合わけを考えよう。

まず①の場合，廃棄物価格曲線は常に正象限を通る。つまり，廃棄物価格は常に正である。そ 

の形状であるが， l Z / 2が （1 — « !) /  / 1に比べて大きければ大きいほどr = 0 の時の/> 2は 

上方に位置する（図IV①’ • ②'のP ，Q, R \ つまり，廃棄物価格曲線は1， し が （1 — /  

I ,に比べて大きければ大きいほど上にしなる形となる。

②の場合， r = 0 の時，すなわち定常状態においては廃棄物価格はゼロであるが，その他の領 

域では正であり，右上がりとなる（図IV①’•②'）。

③の場合，廃棄物価格曲線は0 ざ，< ぴでは負， ，=o rのときは/ ^ = 0 ，そして， の 

ときは正となり，右上がりの曲線となる（図IV③')。

4 . 3 廃棄物の経済体系外への排出条件および政策的含意

以上より，完全リサイクル条件を仮定しない場合に，廃棄物が経済体系外へ排出される（リサ 

イクル部門が稼働されない）のは，

( b j ) ： ( 1 - « ! )  /  / , > 1 / / 2, かつ， ( b  „) ： Q < a  (あるいは OS ぎく a)

という条件が満たされる場合である（図IV③中の太線で，キびの部分)。 (b  , ) は， リサイクル部 

門における一般財の純労働生産性が生産部門のそれより低いということを意味し，( b „ ) は利 

潤 率 （あるいは成長率）が a を下回るということを意味している。この場合に完全リサイクル条 

件を仮定すると（リサイクル部門を稼働させると），廃棄物はリサイクルに回るが，廃棄物価格は 

負値を取らざるを得ず，すなわち，廃棄物処理価格，あるいは廃棄物引取価格が発生する。その 

結果，賃金率（あるいは消費水準）は，廃棄物が経済体系外へ排出される（リサイクル部門が稼働 

されない）場合に比べて低下することになる。したがって，このような場合に， リサイクル部門 

を稼働させて廃棄物をリサイクルに回すのは，過重な負担を招き得ることになるわけである。

そこで，次に，完全リサイクル条件を仮定せずに，経済体系外へ排出される廃棄物がゼロにな 

る （リサイクル部門が稼働される）条件を考えてみよう。

( c , ) ： ( 1 - /  I I 2, あるいは，（c„) : r (あるいはど 2 a )

注 （2 3 ) もちろん，完全リサイクル条件を仮定する場合には，廃棄物は全てリサイクルに回される。

( 2 4 ) ( 1 - a D  / / 1 = 1， / 2の場合は，グ= 0 のときリサイクル部門が稼働されない可能性が
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という条件が成立する場合には完全リサイクル条件を仮定せずに，経済体系外へ排出される廃棄 

物の発生がゼロになる（リサイクル部門が稼働される）。すなわち，

①リサイクル部門における一般財の純労働生産性が生産部門のそれよりも低くない 

あるいは，

②利潤率（あるいは成長率）が a rを下回らない

という条件下においては，完全リサイクル条件を仮定しなくても，経済体系外へ排出される廃棄 

物の発生がゼロになる（リサイクル部門が稼働される）のである。この場合には， リサイクル部門 

が稼働されないよりも稼働された場合の方が賃金利潤フロンティアに囲まれる領域が拡大する。 

つまり，廃棄物を完全にリサイクル条件しつつ，広い実行可能領域を享受し得るのである。

したがって，廃棄物をリサイクルに回し，廃棄物を累積させないことを目標とする場合，われ 

われにとって望ましい達成手段は，

①' リサイクル部門における一般財の純労働生産性を生産部門のそれより高める。

あるいは，

②'利潤率（あるいは成長率）をび以上にする。

というものであろう。この場合には，廃棄物は有価物として「資源化」されるため，もはや，廃 

棄物の累積は生じないのである。

V 結論的覚書

植 田 （1 9 9 1 )は， リサイクルが成立するための一般的条件として，次の 4 つを挙げている。す 

なわち，

「⑴廃棄物が大量に存在していること

(2) 廃棄物に有用な属性が存在していること

(3) 廃棄物を再資源化するための技術が存在していること 

さらに，

( 4 ) 再生品への需要が存在していること」

という条件である。そして，「しかも，これら4 条件は同時に満足されなければならない。とし 

ている。

注 （2 5 ) ただし， の場合，リサイクル部門を稼働させるかさせないかは無差別であるため，

r = a の場合にはリサイクル部門が稼働されず経済体系外に廃棄物が排出される可能性がある。 

( 2 6 ) 労働が，生産されない唯一の生産要素であるわれわれの模型においては，高い成長率（利潤 

率）を受け取るためにリサイクル部門を稼働せざるを得ない限界点（ぴ）が存在するのである。 

われわれの模型においては「資源問題」は取り扱われていないことに留意せよ。
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われわれの模型では，上の(1).(2)および⑷は暗黙のうちに前提されている。しかし，（3)に関し 

て本稿では， リサイクル部門が稼働されるための， リサイクル技術の経済的性質についての条件 

(①'）を提示した。われわれの分析によれば，「廃棄物を再資源化するための技術が存在してい 

る」だけでは，「リサイクルが成立」しない場合もあり得るのである。

さらに，われわれの分析によれば，低い恒常成長率の下では稼働されない技術（生産性）を持 

つリサイクル部門であったとしても，ある一定水準（o r )以上の恒常成長率（利潤率）の下では， 

リサイクル部門は稼働される（②0 のである。この条件は，上の(1)•⑵および⑷に密接に関連す 

ると考えられる。つまり，⑴は廃棄物の供給条件，（2)は廃棄物の需要条件，また，（4)はリサイク 

ル部門による一般財の供給条件に関するものである。したがって，上の⑴〜⑷には明確に示され 

ていない，生産部門による一般財の供給条件に関するものをさらに付け加えれば，われわれの， 

提示した②'の条件に対応することになろう。

われわれの模型は極めて単純なものであるが，上の⑴〜⑷の条件を理論的に支持し，しかも， 

補うものと位置づけることができる。

なお，われわれの模型は，その単純さゆえに理論的にさまざまな方向への一般化を考えること 

ができる。例えば，天然資源の導入がまず考えられよう。これにより，「資源問題」を考察する 

ことができる。あるいは，本稿における一般財は，消費財としても資本財としても用いられるが， 

この単純化を外す方向が考えられる。また，部門間の不均等利潤率を許す方向，資本家消費•労 

働者貯蓄を考慮する方向等も興味深い課題として残されよう。
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[付録]諸命題の証明

《命題 1》 完全リサイクル条件を満たす賃金利潤曲線（消費成長曲線）すなわち，（4 . 1 ) は 

正の最大利潤率（最大成長率）を持つ。

証明：（4 . 1 ) の持つ最大利潤率は，（4 . 1 ) より，w = 0 とおけば，次の，に関する2 次 

方程式の正の根である。すなわち，

b + [ 1 一 (1 + , )  a i ] (1 + ダ)な 2ニ0

が正の根を持つことを示せばよい。上式を（1 + ，）に関する2 次方程式と見なして，

<2 1 <2 2 ( 1 十 厂 ) 2— a  2 ( 1  +  厂 ) — b  ニ 0

と変形し，判別式Z)を求めると，/)=  f i22+ 4 > 0 より，異なる2 実根を持つ。その2

根を s ， とすれば， / + s = l Z « i > 0 ,  t s = — b Z  ， 2 ) く 0 である。

さてここで，

(Z — 1 ) ( s — 1 ) —— \) /  {a  xa ^  — ( l Z  a j) + 1

= — \_b ^ z ( 1 — <2 i ) ] , ( i 2)

< 0

であるから， ，一 1 > 0 である。よって証明された。

《命題 2》 リサイクル部門が稼働されない場合の賃金利潤曲線（消費成長曲線)，すなわち，

( 4 . 2 ) の持つ最大利潤率（最大成長率） は，完全リサイクル条件を満たす賃金利 

潤曲線（消費成長曲線）すなわち，（4 . 1 ) の持つ最大利潤率（最大成長率）7?を下回る。 

証明 ： （4 _ 2 ) の持つ最大利潤率は，( 4 . 2 ) より，如= 0 とおけば，
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R o~  ( 1 —  ̂ 1) ノ/ びi
である。一方，( 4 . 1 ) の持つ最大利潤率は，（4 . 1 ) より，w = 0 とおけば，次の^•に関す 

る2 次方程式，

0- \ a 2 (1 + 厂) 2~ a 2 (1 + f )  — 6 =  0

の正の根である（命題1 よりその存在は保証されている）。実際にi ?を求めると，

0- 2 (1 — 2 o, i) + -JD
R  ~ --------------------

2 a , a 2

である。ここで， であることに留意すれば，

R  — R 0~ CVD — 泛 2 ) Z  (2 <2 j <2 2) 〉 0 

よって証明された。

《命題3 》 完全リサイクル条件を満たす賃金利潤曲線（消費成長曲線）すなわち，（4 . 1 ) は 

グ2 a ならば，常に右下がりである。

証明 ： （4 • 1 ) に関する微分により，

4  ̂ =  — [夕 2+ (1 + り a ^ / b ]  d r  A
ただし，△ミ （1 + 0  a 2 l 疗 b I 2である。ここで， ，2 びならば/>2ミ0 であるから，

, d w 
r な ら ば ^ < 0 

d r

となる。よって証明された。

《命題4 》 のとき，夕2は正である。

証明：，= 况のとき，如= 0 であるから，

b + [ 1 — ( 1 + i?) “ i ] ( 1 + i? ) び 2ニ 0

が成立する。したがって，

1 — ( 1 +i ? )  a 1= — \) /  [ ( 1 +7 ? )  <2 2] < 0  

である。ところが， r = R のとき，( 4 . 3 ) より，

. — I 1 ~  [ 1 — ( 1 +  及） a l ] I  2
2 ( 1 + i? ) a 2 I 1+ b I 2

である。したがって， のとき，夕2> 0 である。よって証明された。

(慶應義塾大学大学院経済学研究科後期博士課程）
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